
Ⅰ　人事行政の運営の状況

１．職員の任免及び職員数に関する状況

(2)再任用職員の採用状況(平成19年4月1日現在)

5 人 2 人 7 人 1 人 0 人

消防職員 2 人 0 人 2 人 1 人 0 人

幼稚園教諭 0 人 0 人 0 人 2 人 0 人

高等学校教諭 1 人 0 人 1 人

病院医師 5 人 1 人 6 人

0 人 5 人 5 人

2 人 2 人 4 人

3 人 0 人 3 人

18 人 10 人 28 人

(注)一般事務に指導主事を含む。

(3)職員の退職等の状況(平成18年度)

人

人

人

人

人

人

事務見直し及び効率化
保育所関係職員の退職不補充及び事務見直し
他部門への異動

事務の統廃合

退職者不補充

計

病棟看護サービス向上のための看護体制の充実

事務事業の見直し

　海南市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例(平成１７年条例第１８１号)に基づき、海南市の人事行政の運営等の状況を次のと
おり公表します。

採用者数

病院看護師

病院技師

一般事務

男

合計

職　　種

46

平成１９年

103

109

6

(注)職員数は、地方公共団体定員管理調査に基づく人数であり、教育長、休職者等を含み、市長、助役、収入役、病院事業管理者
　　及び臨時職員等を除きます。

人事行政の運営等の状況の公表

平成20年3月31日

職　　種

海南市長　　神　出　政　巳

計
職員数

うち
任期更新

職員数
(1)職員の採用状況
(平成18年4月2日～平成19年4月1日)

女

区分

14

16

6

9

1

-1

合計

議会

教育職

技能労務職

合計

一般事務（人事交流）

勧奨退職

自己都合退職

人事交流等による退職

人数

定年退職

再任用任期満了

平成１８年

7
103 0

税務 33 34 -1
114 -5

衛生 46 48 -2
0

農林水産 24 25 -1
0労働

9 0
59 60 -1
9

101 101 0

-23

8

26 27 -1
水道 28 28
病院 151 143

　　　　　　区　　分

部　　門

職 員 数 対前年
増減数

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

総務企画

民生

615 638

0

商工
土木

389 400 -11

消防部門
教育部門 125 137 -12

[  0  ］

小　計

公

営

企

業

会

計

等

部

門 小　計 198 7205

0
その他

主な増減理由

事務局職員配置の見直し

合　　計
820 836 -16

[   893   ］ [   893   ］



(5)定員適正化計画の数値目標等

２．職員の給与の状況

(1)人件費の状況　(普通会計決算) (単位：千円)

人件費率

平成17年度の人件費率

(2)職員給与費の状況　(普通会計決算) (単位：千円)

平成18年度 人

(3)職員の職員の平均給料月額及び平均年齢の状況

(4)ラスパイレス指数の推移(各年4月1日現在)

(5)職員の初任給の状況(平成19年12月1日現在)

大学卒 円 円

高校卒 円 円

大学卒 円 円

高校卒 円 円

高校教育職 大学卒 円 円

(6)職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況

各職種における学歴区分は、給料決定上の学歴であり、実際の学歴とは異なる。

円 296,075 円

円円312,084 円

技能労務職

高校卒 円238,067

大学卒

消防職

379,950

円 該当者なし

区　分

5,526,541 26.1%

241,100 円 276,500

270,600 371,300

331,200

642,697

高校教育職

中学卒

高校教育職

区　分

消防職

技能労務職

293,200

368,616 円

円239,700 円

408,747

平成18年度

一般行政職

59,030 人

245,924

給料

2,660,184637

(A)

職員数

歳

歳

356,247

40.8円

円 44.4

334,412

339,933

平均給料月額

人件費には職員の給料、退職手当、共済費の他、市町等の特別職の給与、議員その他各種委員の報酬等を含んでいます。

(A)
区　分

(B/A)

403,937 円 45.8

歳

歳

円

普通会計とは、市の全ての会計から国民健康保険､老人保健､介護保険､港湾､簡易水道､病院及び水道の各会計を除いた会計をい
います。

区　分

(B)

21,208,765

平成19年4月

375,600

経験年数20年

平均給料月額 平均給料月額 平均給料月額

円

円

該当者なし

経験年数15年

272,700 円 円

経験年数10年

327,500

円

284,300 円

円

円

円 344,100 円

円

大学卒

高校卒

経験年数10年

平均給料月額

経験年数15年

338,450

一般行政職

347,800288,750 円

232,300

263,725

円 383,200

円大学卒

平均給料月額 平均給料月額

平成18年4月

円

歳

歳

41.1

48.3

47.3

歳

一般行政職

消防職

172,200

140,100

158,100

179,000

平成17年度

99.4

47.5

351,848 歳円

410,993

平成19年度

円

円

平成19年4月1日現在

平均給料月額

3,969,8821,063,774

44.4

99.6

341,103

332,005

平成18年度

円

円 298,500 円 334,900

214,000

185,800

経験年数20年

１人当たり
給与費(B/A)

区分

旧海南市

旧下津町

平成15年度 平成16年度

96.1

計(B)

6,232

平均年齢

(参考)歳出額

246,067

368,616

２年後の給料区　　分

実質収支

円 327,333

人件費

199,700

97.9

100.9 98.4

149,800

284,775 円

住民基本台帳人口
(平成18年3月31日現在)

197,200

初任給

172,000

平均年齢

平成18年4月1日現在

該当者なし

職員手当 期末勤勉手当

給　　与　　費

該当者なし

職員手当には、退職手当は含んでいません。また、職員数及び給与費は平成18年12月補正予算後の予算額です。

ラスパイレス指数は、一般行政職における国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

該当者なし 該当者なし

98.1

25.8%

公営企業(市民病院の医療関係職員を除く。)を含め、平成17年4月1日の職員数から109人を削減する。



(7)一般行政職の級別職員数の状況

平成18年4月1日現在

平成19年4月1日現在

(8)職員手当の状況

(平成19年度)

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　有

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

千円 千円

% %

人 人

月分期末手当
(0.75)

12月期6月期

1.60

10.7

２級

主事
技師

１級

34

構成比(％)

職員数(人) 41

５級６級

12.9

15

4.7

期末手当

勤勉手当
勤勉手当

月分

(0.85)

(0.40)

(1.60)
月分

2.125

3.00

0.775 1.5000.725

1.40

3,232

自己都合 勧奨・定年

海南市

30.55

41.34

月分

月分

月分
(2.35)

月分
(0.75)

(1.25)
計

(0.35)

(1.10)

支給割合

2.375

18 312

構成比(％) 4.1 12.9 42.8 19.8 12.9 5.7 98

職員数(人) 13 41 136 63 41

標準的な
職務内容

部長
参事

課長
課長補佐
係長
主査

係長
主査

主事
技師

主事
技師

区　分 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 計

23.50 30.55

41.34

47.50 59.28

－

59.28

59.28

(0円～33,500円)の60月分

月分

計

月分

国

4.500

自己都合 勧奨・定年

59.28

在職した職務の級に応じた定額

59.28

23.50

33.50

47.50

定年前早期退職者特例措置
(2%～20%加算)

なし

退職手当の調整額

33.50

なし

定年前早期退職者特例措置
(2%～20%加算)

在職した職務の級に応じた定額

(0円～79,200円)の60月分

勤続35年

最高限度額

勤続25年

59.28

25,190

区　分 ４級 ３級

標準的な
職務内容

部長
参事

課長
課長補佐
係長
主査

係長
主査

100

24 318

7.5

海南市内

主事
技師

141 63

44.3 19.8

計

退職手当

(平成19年
4月1日現在)

区　　分

(　)内は、再任用職員に係る支給割合です。

その他の加算措置

退職時特別昇給

勤続20年

１人当たり平均支給額

支給率

支給対象職員数 22

非支給地

0

－

非支給地国の制度

海南市内

1

一般行政職等 高校教育職員

区　分

１人あたり平均支給額は、平成18年度に退職した全職種の職員に支給された退職手当の平均額です。

地域手当

(平成19年
4月1日現在)



千円

千円

千円

千円

円 円 円 円

円

円 円

円

(8)特別職の報酬等の状況(平成19年4月1日現在)

厳しい財政状況を踏まえ、平成18年8月から市長・副市長・収入役・教育長の給料を10％減額しています。

平成19年4月からは議長(540,000)、副議長(480,000)、議員(440,000)をそれぞれ減額しています。

－

月分

議員

新築、購入後5年間 新築、購入後5年以降

102,751

区　　　分

職員１人当たり支給年額

職員１人当たり支給年額

支給総額

支給総額

2,500

151

区分

16歳から22歳
までの子の加
算

海南市

%29.2

配偶者以外の
扶養親族

代表的な手当
の名称

職員全体に占める手当支給
職員の割合

清掃業務手当、夜間消防業務手
当、徴収業務手当、教員特殊業務
手当、大型消防自動車運転業務手
当

夜間消防業務手当、清掃業務手
当、救急業務手当、消防指導者運
転業務手当、教員特殊業務手当

平成18年度

報酬

特殊勤務手当

(平成18年度)

(公営企業会
計に属する職
員を除く)

425,000円 円

配偶者のいな
い職員の扶養
親族のうち１
人目

区　　分

時間外勤務手当

(公営企業会計に属
する職員を除く)

平成17年度

円

配偶者

72,661

全職種

支給対象職員１人当たり平
均支給年額

4,000

扶養手当

(平成19年
4月1日現在) 海南市

73,320

115

支給額の多い
手当

多くの職員に
支給されてい
る手当

支給要件
住居手当

(平成19年
4月1日現在)

13,000 6,500 11,000

国 同じ

5,000

家賃に応じて、
海南市

住居を借り受け月額
12,000円を超える家賃
を支払っている職員

自宅を所有している職員

円円

交通用具使用者

2,500同じ

片道の通勤距離が2Km以上で、交通機関を利用
し、又は交通用具を使用している職員

円

607,500

最高支給限度額
国 同じ

24,500

最高 27,000

海南市

国

最高支給限度額

55,000 26,000

収入役

給料

通勤手当

(平成19年
4月1日現在)

支給要件

最高支給限度額

交通機関利用者

670,500

区　分
市長 副市長 議長 副議長

円 円円 520,000 463,000

期末手当
支給割合

6 月期

月額 801,000 円

月期 2.375月分 122.125



３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(1)勤務時間 (平成19年4月1日現在)

一般職の標準的な勤務時間

8 時間 休憩時間 ～

40 時間

開始時刻 終了時刻

(2)年次有給休暇の取得状況 (各年、1月1日～12月31日)

日 日 人 日 %

日 日 人 日 %

日 日 人 日 %

(3)特別休暇の種類 (平成19年4月1日現在)

４．職員の分限処分及び懲戒処分の状況

(1)分限処分の状況(平成18年度)

0 人 0 人 0 人

0 人 0 人 4 人 4 人

0 人 0 人 0 人

0 人 0 人 0 人

0 人 0 人

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

0 人 0 人 4 人 0 人 4 人

(2)懲戒処分の状況(平成18年度)

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

５．職員の服務の状況

(1)育児休業及び部分休業の取得者数(平成18年度)

人 人 人 人 人 %

人 人 人 人 人 %

人 人 人 人 人 %

32,283.0平成19年 19.97.88306,436.7

性別等

男性職員

女性職員

0

026

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

0 1 0

14 14

計 26 0 15

うち育児休業
取得者数

0

100

0 93

0

平成18年度中に新たに育児休業が
取得可能となった職員

育児休業
対象者数

14

育休取得率

0

うち部分休業
取得者数

19.8

平均取得日数 消化率

(B)/(A)

18.1

妊娠期間に応じ必要と認められる期間、産後１年間に１回必要と認められる期間

１日２回各３０分以内

7.76,483.0 841

証人、参考人等出頭

平成17年

骨髄移植

ボランティア

心身の故障の場合

区　　　分 降任 免職 休職 降給

勤務成績が良くない場合

合　　計

刑事事件に関し起訴された場合

条例で定める事由による場合

合　　計

区　　　分

法令に違反した場合

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合

２日以内

12時00分 13時00分１日の正規の勤務時間

１週間の正規の勤務時間

17時30分8時30分

区　分
総付与日数

(A) (B)

総取得日数 全対象職員数

公民権行使

881 7.0

平成18年

(C) (B)/(C)

32,693.6

33,951.5 6,141.8

出産予定日前６週間以内から出産日まで

妊娠中、産後の保健指導、健康診査

職員の結婚

生理

産前

産後 出産日の翌日から８週間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

必要と認められる期間

１暦年５日以内

８日以内

必要と認められる期間

感染症

１暦年５日以内

５日以内

必要と認められる期間

子の看護

夏季

妻の出産

親族看護

育児時間

配偶者、一親等親族の祭日

非常災害による交通遮断

交通機関の事故等による通勤困難

天災地変による住居滅失

親族の死亡

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合

職に必要な適格性を欠く場合

合計戒告 減給 停職 免職

慣習上最小限度必要と認められる期間

１暦年を通じ３０日以内

合計

１日～７日

必要と認められる期間

必要と認められる期間

３０日以内で必要と認められる期間



６．職員の研修及び勤務成績の評定の状況

(1)職員の研修の実施状況(平成18年度)

人 人

市町村一般職員基礎研修 人 市町村中央研修所研修 人

市町村一般職員一次研修 人 全国市町村国際文化研修所 人

市町村一般職員二次研修 人 人

市町村職員監督者一次研修 人 人

市町村職員法制執務研修 人 人

市町村職員住民との対話能力向上研修 人 人

市町村職員リスクマネジメント研修 人 地球温暖化研修 人

人 応急手当講習 人

人 人

人

(2)職員の勤務成績の評定の状況

全職員を対象に、職種に応じた勤務成績の評価を行い、職員の処遇に反映させています。

７．職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)健康診断の状況(平成18年度)

人

人

人

人

人

人

上記のほか、市町村職員共済組合の助成による巡回検診・人間ドック・脳ドックを

505 人が受診しました。

(2)職員互助会の事業内容(平成18年度)

人

千円

千円

(3)公務災害、通勤災害の状況

0 件 0 件 1 件 1 件 1 件 1 件

3 件 3 件 0 件 0 件 3 件 3 件

4

135

4

2

市町村職員個人情報保護研修

4

研　　修　　名 修了者数

申請
区分

申請 認定 申請

平成18年度

平成17年度から職員１人当たり1万円(旧海南市)の補助金を5千円に半減させるとともに、公費充当事業を凍結し、互助会
事業全般について見直しを行っています。

平成17年度

認定

通勤災害

認定

公務災害

深夜業務従事者健康診断

309

合計

80

59

43

実施事業
福利厚生事業(慶弔費、公共的団体主催の演劇等の鑑
賞費用助成、体育事業、保養施設契約等)

給料月額の1,000分の1.2

4,060

掛金率

補助金

582

特定業務従事者健康診断

会員数

掛金

818

4,147

深夜業務従事者及び滅菌作業従事者健康診断

受診者数区　　　分

定期健康診断

7

接遇研修 51

人事評価研修(管理職) 73

1,351合計

その他

市町村職員文書能力養成研修 3

市町村職員パソコン研修

404

10

14

1

3

2

3

6

19

18

10

研　　修　　名

市町村新規採用職員研修 

4

修了者数

人事評価研修(一般職)

先進都市視察研修

電離放射線健康診断(１回目)

電離放射線健康診断(２回目)



Ⅱ　公平委員会の業務の状況

１．勤務条件に関する措置の要求の状況

平成18年度中に新たに要求のあった事案・・・0件

２．不利益処分に関する不服申立ての状況

平成18年度中に新たに申立てのあった事案・・・0件


